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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３１年（令和元年）判決分（順号２０１９－２０） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 公売予告通知書の法人税延滞税１２，５２８，５

００円の取消請求事件 

国側当事者・国 

令和元年７月１７日棄却・控訴 

 

判     決 

原告         Ｘ 

被告         国 

同代表者法務大臣   山下 貴司 

同指定代理人     本村 行広 

山口 圭一 

須波 敏之 

菊地 翔太 

井上 卓也 

円谷 稔 

 

主     文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 原告の被告に対するＡ株式会社の滞納国税の納付義務のうち別紙租税債権目録（５）記載順

号１３の法人税の延滞税１２５２万８５００円の納付義務が存在しないことを確認する。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

 本件は、Ａ株式会社（以下「訴外会社」という。）の国税の納付について保証をした原告が、

被告を相手に、訴外会社の滞納国税のうち別紙租税債権目録（５）記載順号１３の法人税の延

滞税１２５２万８５００円（以下「本件延滞税」という。）の納付義務が存在しないことの確

認を求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、掲記の証拠により認められる。） 

（１）原告及び訴外会社（平成９年当時の商号はＢ株式会社であったが、平成１２年３月１０日

に商号をＡ株式会社に変更した。）の代表取締役であったＣは、平成９年５月２０日、東京

国税局長に対し、訴外会社の別紙租税債権目録（１）記載の滞納国税について納税保証をす

る旨が記載され、原告及びＣが保証人欄に署名押印した同日付け納税保証書を提出した。

（甲１） 

 東京国税局長は、同月２３日、国税徴収法１５１条１項に基づき、猶予期間を同日から

平成１０年５月２２日までとして、上記滞納国税につき滞納処分による財産の換価を猶予
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する旨の決定をしたが、訴外会社は、期限までに上記滞納国税を完納しなかった。 

（２）東京国税局長は、平成２０年４月１６日、上記（１）の滞納国税のうち同日現在で完納さ

れていなかった滞納国税を徴収するため、訴外会社が所有する別紙物件目録（２）記載の各

不動産（以下「第１差押不動産」という。）について、国税徴収法８６条に基づく参加差押

え（以下「第１差押え」という。）をし、参加差押通知書を訴外会社に送達して、同月２３

日、参加差押えの登記を了した。第１差押えは、平成２５年８月９日までに先順位の差押え

及び参加差押えが全て解除されたことから、同法８７条１項に基づき、参加差押えの当初に

遡って差押えの効力を生じた。その後、第１差押不動産は公売に付され、平成２７年１１月

４日、買受人がこれを取得した。（乙８の１～３） 

（３）東京国税局長は、平成２０年５月１３日頃、国税通則法５２条２項に基づき、原告に対し、

同日付けの納付通知書を送付して、上記（１）の納税保証に係る滞納国税の同日現在の残高

であるとする別紙租税債権目録（２）記載の滞納国税について、納付期限を同年６月１３日

として、原告が保証人として納付しなければならないことを告知する処分（以下「本件告知

処分」という。）をした。また、東京国税局長は、同月２０日、同条３項に基づき、原告に

対し、納付催告書により上記の滞納国税の納付を督促した。（乙１） 

 原告は、平成２１年４月２８日、国を相手に、本件告知処分の取消しを求める訴え（当

庁平成●●年（○○）第●●号。以下「本件告知処分取消訴訟」という。）を提起したが、

平成２２年４月２７日、原告の請求を棄却する旨の判決の言渡しを受け、同判決は同年５

月１１日の経過をもって確定した。（乙１） 

（４）東京国税局長は、平成２７年３月３１日、本件告知処分に係る滞納国税のうち同日現在で

完納されていなかった別紙租税債権目録（３）記載の滞納国税を徴収するため、国税徴収法

６８条に基づき、原告所有の別紙物件目録（１）記載１の不動産の差押え（以下「第２差押

え」という。）をし、差押書を原告に送達して、同年４月３日、差押えの登記を了した。（甲

３、乙９） 

 原告は、同年７月１７日、国を相手に、第２差押えの取消しを求める訴え（当庁平成●

●年（○○）第●●号）を提起したが、平成２８年２月２３日、原告の請求を棄却する旨

の判決の言渡しを受けた。原告は、この判決に対して控訴（東京高裁平成●●年（○○）

第●●号）をしたが、同年８月３日、原告の控訴を棄却する旨の判決の言渡しを受け、同

判決は同月１９日の経過をもって確定した。（乙２、３） 

（５）東京国税局長は、平成２７年９月１６日、本件告知処分に係る滞納国税のうち同日現在で

完納されていなかった別紙租税債権目録（４）記載の滞納国税を徴収するため、国税徴収法

６８条に基づき、原告所有の別紙物件目録（１）記載２及び３の各不動産の差押え（以下

「第３差押え」という。）をし、差押書を原告に送達して、同月２４日、差押えの登記を了

した。（乙１０の１・２） 

 原告は、平成２８年９月８日、国を相手に、第３差押えの取消し及び原告の訴外会社の

滞納国税の納付義務のうち別紙租税債権目録（３）記載順号１２～１５の法人税の延滞税

合計１３８２万５５０２円の納付義務が存在しないことの確認を求める訴え（当庁平成●

●年（○○）第●●号。以下「前訴」という。）を提起したが、平成２９年１月１８日、①

第３差押えの取消しの訴えは不服申立ての前置を欠き、②同目録記載順号１４の延滞税２

５万３８０２円については納付義務の不存在につき当事者間に争いがないため確認の利益
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を欠き、③その余の延滞税については、本件告知処分取消訴訟の請求棄却判決の既判力に

より本件告知処分の時点における納付義務の存在が確定しているところ、その後に納付義

務が消滅したとは認められないとして、原告の訴えのうち、第３差押えの取消しを求める

部分及び上記延滞税２５万３８０２円の納付義務が存在しないことの確認を求める部分を

却下し、その余の請求を棄却する旨の判決の言渡しを受けた。原告は、この判決に対して

控訴（東京高裁平成●●年（○○）第●●号）をしたが、同年７月１３日、原告の控訴を

棄却する旨の判決の言渡しを受け（口頭弁論終結日は同年５月２３日）、同判決は同年１２

月１９日の上告棄却決定（最高裁平成●●年（○○）第●●号）により確定した。（乙４～

７） 

（６）東京国税局長は、平成３０年１０月９日頃、原告に対し、同日付け公売予告通知書を送付

して、本件告知処分に係る滞納国税のうち同日現在で完納されていなかった別紙租税債権目

録（５）記載の滞納国税を徴収するため、近日中に別紙物件目録（１）記載１の不動産を公

売する見込みである旨を通知した。（甲１０） 

（７）原告は、平成３０年１２月４日、本件訴えを提起した。 

２ 原告の主張 

（１）原告は、埼玉県羽生市所在の土地の差押えを解除する目的で納税保証書に署名したのであ

り、訴外会社の滞納国税の全てについて納税保証をしたわけではない。納税保証書に記載さ

れた金額については、全額支払済みである。 

（２）東京国税局は、訴外会社の債務整理やその代表取締役であったＣの破産手続に際して、差

押え等の対応をしておらず、時効が成立している。 

（３）平成２１年８月から平成３０年５月までの国税還付金充当額は、８１７万４００７円に達

している。また、原告は、平成３０年１０月２９日に５３万２５００円を、同年１１月３０

日に６８万１４００円を納付した。 

３ 被告の主張 

（１）原告は、本件延滞税の納付義務が当初から原告にはない旨を主張するものと解される。 

 しかし、本件延滞税は、原告が前訴において納付義務がないことの確認を求めた滞納国

税のうち別紙租税債権目録（３）記載順号１５の滞納国税であるところ、前訴については、

原告の確認請求を棄却する旨の判決が確定しているから、前訴の口頭弁論終結日である平

成２９年５月２３日時点において、本件延滞税が別紙租税債権目録（３）記載のとおり存

在し、原告にその納付義務があることについて既判力が生じている。 

 したがって、本件延滞税の納付義務が当初から存在しない旨の主張は失当であり、原告

において前訴の口頭弁論終結日より後の事情によって上記納付義務が消滅したことを主張

立証する必要がある。 

（２）原告は、本件延滞税について国税の徴収権の消滅時効が完成している旨を主張するものと

解される。 

 しかし、平成２０年４月１６日の第１差押えによって、訴外会社の滞納国税について国

税の徴収権の時効が中断し（国税通則法７３条１項５号、国税徴収法８６条１項、延滞税

につき国税通則法７３条５項）、その時効中断の効力は第１差押不動産を買受人が公売によ

り取得した平成２７年１１月４日まで継続したため（国税通則法７２条３項、民法１４７

条２号、１５７条１項）、消滅時効期間を５年（国税通則法７２条１項）と定められた当該
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国税の徴収権は時効により消滅しておらず、原告の納付義務も消滅していない。 

（３）原告は、平成２１年８月から平成３０年５月までの国税還付金の充当並びに平成３０年１

０月２９日及び同年１１月３０日の納付により、本件延滞税の納付義務の一部が消滅してい

る旨を主張するものと解される。 

 しかし、前訴の口頭弁論終結日後に生じた事情に係る原告の主張について検討すると、

原告の主張する充当及び納付は、いずれも本件延滞税に係るものではない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 原告が納付義務の存在しないことの確認を求めている本件延滞税は、前訴において原告が納

付義務の存在しないことの確認を求めた別紙租税債権目録（３）記載順号１５の法人税の延滞

税と同一の滞納国税であるところ、前提事実のとおり、前訴のうち本件延滞税の納付義務が存

在しないことの確認を求める部分については、原告の請求を棄却する旨の判決が平成２９年１

２月１９日の上告棄却決定により確定しており、前訴の口頭弁論終結日である同年５月２３日

において原告に本件延滞税の納付義務があることについて既判力が生じているから、原告にお

いて本件延滞税の納付義務が存在しないことの確認を求めるためには、前訴の口頭弁論終結日

後の事情によって上記納付義務が消滅したことを主張立証する必要がある。 

２ このような観点から原告の主張をみると、原告は、主債権である本件延滞税についての国税

の徴収権が時効により消滅した旨を主張するものと解される。 

 そこで検討すると、前提事実によれば、訴外会社の本件延滞税についての国税の徴収権は、

平成２２年５月１１日の経過をもって確定した本件告知処分取消訴訟の請求棄却判決の既判力

により、平成２０年５月１３日頃の本件告知処分がされた時点での存在が確定したと解される

ところ、当該時点においては、本件告知処分に先立つ同年４月１６日に東京国税局長がした第

１差押えによって、時効が中断しており（国税通則法７３条１項５号、５項、国税徴収法８６

条１項）、その時効中断の効力は、第１差押不動産を買受人が公売により取得した平成２７年

１１月４日まで継続したから（国税通則法７２条３項、民法１４７条２号、１５７条１項）、

消滅時効期間を５年（国税通則法７２条１項）と定められた当該国税の徴収権が、本件訴訟の

口頭弁論終結日である令和元年５月８日の時点で時効により消滅していないことは明らかであ

り、原告の納付義務についても、消滅したとは認められない。 

 したがって、原告の主張を採用することはできない。 

３ 次に、原告は、平成２１年８月から平成３０年５月までの国税還付金の充当並びに平成３０

年１０月２９日及び同年１１月３０日の納付により、本件延滞税の納付義務の一部が消滅した

旨を主張するものと解される。 

 しかし、証拠（甲５、乙１１～１３）及び弁論の全趣旨によれば、原告に発生した国税の還

付金のうち、前訴の口頭弁論終結日である平成２９年５月２３日の後に訴外会社の滞納国税に

充当ないし納付処理されたものは、①同年３月１４日に発生した還付金１８万２７２９円、②

平成３０年３月１４日に発生した還付金５２万５２４２円、③同年４月２日に発生した還付金

２万２４７３円であるところ、①の還付金は、平成２９年６月６日、別紙租税債権目録（４）

記載順号１及び２の滞納国税に、②の還付金は、平成３０年５月２３日、同目録記載順号１及

び３の滞納国税にそれぞれ充当処理され、③の還付金は、同年６月７日、同目録記載順号３の

滞納国税に委託納付処理されたことが認められ、いずれも本件延滞税（同目録記載順号１４）

に充当ないし納付処理されたものとは認められない。 
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 また、証拠（甲６、９、乙１４～１６）及び弁論の全趣旨によれば、原告は、平成３０年１

０月２９日、別紙租税債権目録（５）記載順号１～１０の滞納国税のうち不納付加算税の合計

５３万２５００円を完納し、同年１１月３０日、同目録記載順号１４の滞納国税６８万１４２

０円を完納したことが認められるが、原告が本件延滞税（同目録記載順号１３）の一部を納付

したことを認めるに足りる証拠はない。 

 したがって、原告の主張を採用することはできない。 

４ 原告は、以上のほかにも種々の事情を挙げて本件延滞税の納付義務が存在しない旨を主張す

るが、前訴の口頭弁論終結日以前の事情を主張するものについては前訴判決の既判力に抵触し、

許されないものであるし、他に本件延滞税の納付義務の存否の判断に影響すべきものは見当た

らない。 

第４ 結論 

 以上によれば、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決

する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 古田 孝夫 

裁判官 髙田 公輝 

裁判官 中野 晴行 
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別紙 省略 


